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研究成果の概要（和文）：経済のグローバル化が進展し、労働力の非正規化が大きく進んだ日本と韓国において、家計
の経済リスクが高まっている。本研究では女性の就業や結婚、出産の変化に焦点を当てた。経済リスクの高まりは、女
性の高学歴化を進展させ、女性のキャリアに対するコミットメントを強め,結婚を遅らせている。他方、女性の意識の
変化に対して、企業の対応は遅い。それが両国における女性人材の浪費につながっている。これに対して、韓国では20
06年に積極的雇用改善措置制度を導入し、女性の活用を進めている。韓国で積極的に女性を活用している企業ではジェ
ンダー・ダイバーシティを実現させており、実現させていない企業よりも利益率が高い。

研究成果の概要（英文）：Globalization of the economy led to an increase in risk for households in Japan an
d Korea in terms of growing precarious employment and declining job security. This study focuses on how th
is increased economic risk influences women's career development, marriage and child bearing. We find that
 greater risk increases women's educational attainment and increased work commitments, while it also delay
s their marriage especially among highly educated women. On the other hand, firms do not respond quickly t
o this trend and as a result women's talents are often wasted. In order to overcome this problem, the Kore
a government introduced affirmative action in the private sector in 2006. We examine the impact of AA on c
ompany's gender diversity and profits in Korea based on panel data and found that it has a positive impact
 on both.
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様 式 C-19、F-19、Z-19(共通) 

１．研究開始当初の背景 

（１）日本においてはデフレ経済が進行し、

労働力に占める非正規労働者の割合が高く

勤労者が生活に対する不安をかかえていた。

製造業の比率が低下し、男性不況が深刻化し

た。そのなかで妻の所得が生活を安定させる

ために家計にとっての重要な収入源となっ

てきた。 

（２）出生率の低下にともない、労働力人口

が減少したこと。また、サービス産業化にと

もない女性の就業機会が拡大したことから、

働く女性がふえてきた。また、子育て中の女

性の再就職の時期が早まっている。 

 

２．研究の目的 

（１）経済のグローバル化は、雇用の質の低

下や雇用不安の増大さらには家計所得の低

下といった事象をつうじて、勤労世帯の経済

リスクを高めている。このようなリスクの増

大が、勤労世帯にどのような影響を与えてい

るのか。また、これから結婚し出産する若い

世代の将来予測にどのような影響を与え、結

婚や出産に影響を与えているのかを個票分

析によってあきらかにする。 

（２）経済のグローバル化や少子高齢化が企

業の経営にどのような影響を与えているの

か。とくにジェンダー・ダイバーシティの実

現は人口構造が大きく変化する日本と韓国

の企業においては不可避である。これに対し

て両国の対応がどのように異なるのかにつ

いて分析する。 

 

３．研究の方法 

（１）関係者へのインタビュー 

 日本と韓国において以下のグループへの

インタビューをおこなった、働く女性たちな

らびに再就職を考えている女性たち、管理職

の女性、グローバル企業の経営者、労働組合

ならびに政策立案者へのインタビューを実

施した。 

 

（２）データ分析 

 本研究では、日本女子大学の現代女性キャ

リア研究所（RIWAC）が実施した「女性とキ

ャリアの調査」と、韓国の労働研究院の『事

業体パネル調査』を使って実証分析をおこな

った。 

 

４．研究成果 

（１）RIWAC 調査の分析から、日本の大卒女

性が初職をやめたおもな理由が結婚や出産

ではなく、「ほかにやりたい仕事があった」

「仕事に希望がもてなかったから」にあるこ

とがわかった。つまり、仕事関連の理由でや

めている女性が多い。これを年齢別にみると、

年齢が若くなるほど仕事関連でやめる女性

の割合が高くなっている。 

高学歴女性の離職理由の推移 

 

 

（２）キャリアを積み上げている女性の多く

は結婚や出産を遅らせている。また、結婚し

ないひとも多い。たとえば、就業を継続して

いる高学歴女性は４５〜４９歳で約半数の

女性しか子供がいないのに対して子育て期

に仕事を辞めて再度働いている女性では８

３．５％が子供をもっている。仕事にさしつ

かえるからという理由で結婚を躊躇してい

る場合が多く、会社に仕事のコミットメント

を示すためには、結婚を遅らせざるをえない



状況があることがうかがえる。現在の出生率

の低下の背後には、結婚や出産に対してペナ

ルティを課す企業の雇用管理制度がある。 

 

 

Ⅰ継続型(n=288) Ⅱ転職型(n=661) Ⅲ再就職型(n=829) Ⅳ離職型(n=1501) Ⅴ就労経験なし(n=39) 全体
25才～29才(n=351) 42.4 12.0 48.0 66.1 70.0 48.1
30才～34才(n=681) 47.1 35.0 63.5 79.3 85.7 63.1
35才～39才(n=813) 54.5 38.2 64.0 79.2 100.0 66.3
40才～44才(n=848) 51.7 47.3 74.9 78.4 75.0 69.9
45才～49才(n=625) 51.9 50.0 83.5 71.5 85.7 72.2
合計(n=3318) 49.0 38.1 73.6 76.4 82.1 65.8 
 

（３）若い女性には強い専業主婦願望がある

といわれる。データを分析した結果、そのよ

うな証拠はみられなかった。卒業時に今後ど

のような人生を送るとおもうかと聞いたと

ころ、結婚してから専業主婦になると回答し

た女性の割合は、就職氷河期を経験したロス

トジェネレーション以降低下しており、継続

して働くと回答している女性と出産退社後

再就職するという女性が半々という結果に

なっている。 

 

（４）日韓ともに女性の能力開発においては

進んでおらず、年齢別の女性の就業率は M字

を描いている。ところが、韓国では 2006 年

から政府のリーダーシップによって民間部

門に積極的に男女差別をなくすための

Affirmative Action(AA)が導入された。その

結果、韓国では、女性の管理職比率が伸びて

いる。 

日韓における女性雇用就業率や管理職に占める女

性比率の動向 
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（５）韓国で積極的雇用改善措置を実施して

女性の雇用率および管理職比率を上げた会

社の導入後の利益率をみたところプラスの

影響がみられた。 

積極的雇用改善措置が女性の雇用や企業

の業績に与えた影響について韓国労働研究

院の「事業体パネル調査」（Workplace Panel 

Survey）を使って分析した。実証研究の結果

は積極的雇用改善措置対象企業の方が、女性

雇用率や女性管理職比率が高いという結果

がえられた。また、ROA（総資本利益率）も

高いが、固定効果モデルの推計結果では１

０％水準で有意であった。 

DID 法による積極的雇用改善措置の効果分析

(ジェンダー・ダイバーシティ) 

 

 

(６)  日本では、男女雇用機会均等法が１

９８７年に施行されて以来、職場における男



女の差別的な取り扱いを禁止するための法

律改正がおこなわれている。２００６年の改

正においては、ポジティブ・アクションの推

進などが盛り込まれた。しかし、強制力はな

く、実効性に欠けるものになっている。2013

年には雇用機会均等法の改正が検討された

にもかかわらず、見送られた。なぜ日韓でこ

のような違いがみられるのか。日本の場合、

男性の所得が減少し、女性の仕事への意識が

変化しているにもかかわらず、企業は女性労

働者を集団で判断し、女性は結婚や出産で労

働市場から退出する傾向が強いことから、男

性とは異なる教育訓練が実施され、昇進や昇

格の時期にも大きな男女差が設けられてき

た。このような状況を改善するために、日本

においても女性の能力活用をすすめるポジ

ティブ・アクションを推進することが日本の

経済発展にも資するとおもわれる。 
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